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ま え が き 
 
 労働政策研究･研修機構においては、中間目標に掲げられたプロジェクト研究の一つとして

｢労働条件決定システムの再構築に関する研究｣に取り組んでいる。この研究は、就業形態の

多様化、労働組合組織率の低下、労務管理の個別化等の進展を踏まえて、関連する諸問題の

分析を行い、これに対応した労働条件決定システムについて検討し、必要な政策提言を行う

ことを目指している。 
 当機構においては、上記プロジェクト研究のサブテーマ研究を行うため、「労働関係の変化

と法システムのあり方」に関する研究会を設けた。この研究会においては、世界的な規模で

生じている社会経済構造の変化に適応するため、現在主要国において生じている労働関係や

労働法の変化を、その背景も含めて考察し、日本との比較検討も行い、政治哲学、労働史、

法と経済学といった分野からの分析も行った。 
かつての「労働法」は、19 世紀から 20 世紀にかけての工業社会のなかで社会的に中心と

なった「無期・フルタイム･集団的・従属的労働者」を対象とし、これに対し「国家」が一律

に規範を設定するという性格をもつものであったといわれている。これに対し、近年のポス

ト工業化、グローバル化といった社会変化は、労働法システムの根本的な改革を迫っている。

本研究は、労働関係の変化に対応した新たな労働法のモデル（基本的枠組み）を提示し理論

的に検証することを試みたものである。 
研究会の成果をとりまとめた本報告書が、これからの労働法のあり方に関するさらなる議

論に資することができれば幸いである。   
 なお､大変お忙しい中、ヒアリング調査にご協力いただいた企業の関係者の方々にはこの場

を借りて心より御礼申し上げたい。 
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